
由利本荘市起業・事業承継支援補助金交付要綱 

 

平成２７年４月 １日 

改正 平成２８年４月 １日 

改正 平成２９年３月３１日 

                  改正 平成３０年３月３１日 

                  改正 平成３１年４月 １日 

改正 令和 ２年４月 １日 

改正 令和 ３年４月 １日 

改正 令和 ４年４月 １日 

改正 令和 ５年４月 １日 

改正 令和 ６年４月 １日 

改正 令和 ７年４月 １日 

                     

（趣旨） 

第１条 この要綱は、産業の振興による地域経済の活性化と働く場の確保を図ることを目的

として、市内における起業又は事業の承継に対し、起業時又はその事業継続にかかる経費

の一部を補助することについて、由利本荘市補助金等の適正に関する条例（平成１７年由

利本荘市条例第５３号。以下「条例」という。）、由利本荘市財務規則（平成１７年由利本

荘市規則第４０号）及び由利本荘市補助金等の適正に関する条例施行規則（平成１７年由

利本荘市規則第４１号。以下「規則」という。）に定めるもののほか、必要な事項を定める

ものとする。 

 

（定義） 

第２条 この要綱において、「起業」とは、由利本荘市民が市内において新たに事業を開始す

ることをいい、「事業の承継」とは、由利本荘市民が市内において既存事業を引き継ぐこと

をいう。 

 

（補助対象者） 

第３条 補助対象者は、次の各号のいずれにも該当する者とする。 

（１）市内に住所を有し、市内において中小企業基本法（昭和３８年法律第１５４号）第 

２条第１項の各号のいずれかに該当する法人又は個人として起業する者。若しくは、起業 



日から起算して６ヶ月以内の者。 

（２）認定連携創業支援事業者による事業計画策定支援等を受けるとともに、継続的に経

営指導等の支援を受けようとする者であること。 

（３）由利本荘市納税等に係る公平性の確保に関する条例（平成２５年由利本荘市条例第

８号）第２条及び第４条並びに由利本荘市納税等に係る公平性の確保の特例に関する

規則(平成２８年由利本荘市規則第３４号)第２条及び第４条の規定による制限措置に

該当しない者であること。 

（４）過去に国、県又は市における起業に関する補助金の交付を受けていない者であるこ

と。 

２ 前項の規定に加え、次の各号のいずれかに該当する者は、「地域課題解決枠」とする。 

（１）中心市街地の空店舗を活用する。 

（２）おおよそ３人以上の新たな正規雇用がある。 

（３）その事業内容がＩＴ関連の起業である。 

３ 第１項の規定に加え、本市の地域課題の解決又は地域のにぎわいづくりに繋がる事業

を行っていると市長が特に認めた者を、「小規模事業者持続化枠」とし、第１項第１号の

「６ヶ月」を「３カ年」と読み替えて適用する。 

 

（補助対象事業） 

第４条 補助金の交付対象となる事業（以下「補助対象事業」という。）は、次の各号のいず

れにも該当する事業とする。 

（１）優れた事業計画で本市産業の振興に資すること。 

（２）起業や事業継続が確実で成長が見込まれること。 

（３）他の起業者や事業者の模範となること。 

２ 前項の規定にかかわらず、別表１に掲げる事業及びフランチャイズ契約又はこれに類す

る契約に基づく事業は、補助金の交付の対象としない。 

 

（補助対象経費） 

第５条 補助金の交付対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）は、前条の補助対  

象事業に要する経費で、別表２に掲げるもの及びその他市長が適当と認めた経費とする。

ただし、消費税額を除くものとする。 

 

 



（補助金の額） 

第６条 補助金の額は、次に掲げる金額とし、予算の範囲内で交付する。補助対象経費の３

分の１以内の額で、３０万円を上限とする。ただし、地域課題解決枠の場合は、６０万円

を上限とする。 

２ 補助金の額に千円未満の端数が生じたときは、その端数を切り捨てるものとする。 

 

（補助対象期間） 

第７条 この事業の補助金の交付対象期間は、令和８年３月３１日までとする。 

 

 （補助金の申請等の手続き） 

第８条 補助金交付の申請、決定、報告等の手続きについては、条例及び規則に定めるとこ

ろによるほか、申請書に次の書類を添えなければならない。ただし、起業・事業承継前の

場合、第４号から第６号までの書類は次条に定める実績報告の際に提出するものとする。 

（１）事業計画書（様式第１号）又は準ずると認められる計画書 

（２）創業支援機関による確認書（様式第２号） 

（３）住民票抄本 

（４）所得税法第２２９条に規定する個人事業の開業届出書控えの写し又は法人税法（昭

和４０年法律第３４号）第１４８条に規定する法人設立届出書控えの写し 

（５）許認可等が必要な事業は許可書等の写し 

（６）事業承継の場合は、前経営者が所得税法第２２９条の規定により提出する個人事業

の廃業届出書控えの写し又は会社法（平成１７年法律第８６号）第９１５条第１項に

規定する登記の写し 

（７）由利本荘市納税等に係る公平性の確保に関する条例施行規則第３条第２項で定める

納税等状況調査同意書及び由利本荘市納税等に係る公平性の確保の特例に関する規

則第８条第２項で定める特例措置に係る市税等の納税等状況調査同意書 

（８）前各号に掲げるもののほか、市長が特に必要と認める書類 

 

 （実績報告） 

第９条 補助金の交付決定を受けた者（以下「補助事業者」という。）は、補助対象事業の完

了後速やかに、条例及び規則に定めるもののほか、次の書類を市長に提出しなければなら

ない。 

（１）実績報告書（様式第３号） 



（２）補助対象経費に係る請求書や契約書等の写し 

（３）補助対象経費の領収書又は振り込み払いを確認できる書類の写し 

（４）補助対象事業の完了が確認できる写真 

（５）前各号に掲げるもののほか、市長が特に必要と認める書類 

 

（交付決定の取消し） 

第 10 条 市長は、条例に定めるほか、補助事業者が次の各号のいずれかに該当した場合は、

補助金の交付決定の全部又は一部を取り消すことができる。 

（１）補助対象期間内に補助対象事業を完了しなかったとき。 

（２）補助対象事業を完了した日から１年以内に廃業又は市外へ移転したとき。 

（３）補助事業者が補助対象事業を完了した日から１年以内に市外へ転出したとき。 

（４）その他市長が補助金の交付を不適当と認めたとき。 

 

（財産の処分の制限） 

第 11 条 補助事業者は、補助対象事業により取得した財産又は効用の増加した財産につい

て、市長の承認を受けずに補助金の交付の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付

け、若しくは担保に供し、又は廃棄してはならない。ただし、当該取得財産の耐用年数を

経過しているときは、この限りでない。 

２ 市長は、補助事業者が当該取得財産を処分することにより収入がある又は見込まれる場

合は、交付した補助金の全部又は一部に相当する金額を納付させるものとする。 

 

（帳簿及び関係書類の整理・保管） 

第 12 条 補助事業者は、収支に関する帳簿を備え、領収書等関係書類を整 

理するとともに、これらの帳簿及び書類を、補助事業が完了した年度の翌年度から起算し

て５年間保管するものとする。 

 

（その他） 

第 13 条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

 

 

 

 



附 則 

この要綱は、平成２８年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成２９年４月１日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、平成３０年４月１日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、平成３１年４月１日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、令和２年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和４年４月１日から施行する。 

  附 則 

この要綱は、令和５年４月１日から施行する。 

  附 則 

この要綱は、令和６年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和７年４月１日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別表１（第４条関係） 

農業 

林業（素材生産業及び素材生産サービス業を除く。） 

漁業 

金融・保険業（保険媒介代理業及び保険サービス業を除く。） 

医療、福祉の医療業のうち病院、一般診療所及び歯科診療所 

サービス業等のうち以下のもの 

 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和２３年法律第１２

２号）第２条第１項各号に定める風俗営業及び同条第５項に規定する性風俗

関連特殊営業及び同条第１１項に規定する接客業務受託営業等、同法に基づ

く許可又は届出が必要な営業 

易断所、観相業、相場案内業 

競輪・競馬等の競走場、競技団 

芸妓業、芸妓斡旋業 

場外馬券売場、場外車券売場、競輪・競馬等予想業 

興信所（専ら個人の身元、身上、素行、思想調査等を行うものに限る。） 

集金業、取立業（公共料金又はこれに準ずるものは除く。） 

宗教 

政治・経済・文化団体 

 

別表２（第５条関係） 

区 分 細区分 内 訳 

事業拠点費 

施設設備費 

建物にかかる、内・外装、空調・電気・冷暖房、上下水

道、外構等に係る工事費及び建物の賃貸に係る家賃（礼

金、敷金は除く） 

機械器具費 

作業機械、工作機械、業務用冷蔵庫・厨房機器、事務機器

等の備品購入費（ただし、事務機器等の備品は中古品を除

き、単価１０万円以上のものに限る） 

広告宣伝費 
ホームページ作成、新聞・雑誌広告、テレビ・ラジオＣＭ

放映、パンフレット・チラシ製作等の経費 

 


